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1.はじめに 

本研究は，事業所就業者利用を想定した民間

集会施設の配置特性について論じたものであ

る。 

 グローバル化やITの進展などによって社会

構造が変化し，我が国に求められる産業の在り

方も変化している。これまで我が国の産業の中

心であった重化学工業や単純なものづくり産

業は海外に移転し，国内ではより高度な技能や

知識を要するイノベーション産業の集積が求

められている。イノベーション産業の集積には，

新しいアイデアが生まれるような情報交換の

場，コミュニケーションの場が必要と言われて

おり1)2)，自治体はこのような産業の集積を目

指して，様々な施策を講じている。 

 そこで本研究は，イノベーション産業の集積

を推進する核，就業者の情報交換の場として民

間集会施設に着目3)し，事業所からの利便性を

解析し，その配置特性について評価することを

目的とする。 

 

2.対象領域・対象施設 

千葉市美浜区，千葉市中央区，千葉市花見川

区，千葉市稲毛区，習志野市を研究対象領域と

する（図１）。習志野市，千葉市（花見川区，

稲毛区，美浜区，中央区）は，経済産業省が同

意する地域産業活性化計画に基づく活性化を

図る対象地域の一部であり，様々な支援措置を

活用でき，地域産業の活性化が期待されている。 

民間集会施設として，一般住民に対しに会議

室を貸与する表１に示す37施設を対象とした。

本稿での対象施設としては，ホテル，ビジネス

センター，貸会議室施設，また一般に有料にて

会議室を貸出している勤労会館等の公共施設

も対象とした。 

 これら施設では，起業セミナーや研修，研究

会などが開催されており，アクセスや利便性の

向上によって就業者の情報交換の場，コミュニ

ティーの場になりえると考えられる。 

 
図 1 研究対象領域 

 

表 1 対象施設 

 
 

表 2 業種別分類 
稲毛区 花見川区 習志野市 中央区 美浜区 合計

生活関連サービス業， 1 5 1 2 1 10
製造業 79 201 70 56 63 469
建設業 59 152 34 77 5 327
サービス業 29 53 17 42 19 160
情報通信業 1 0 2 0 0 3
不動産業,物品賃貸業 5 6 2 7 1 21
運輸業,郵便業 9 14 3 7 8 41
宿泊業,飲食サービス業 0 5 1 4 0 10
卸売業,小売業 24 20 0 4 3 51
学術研究,専門・技術サービス業 0 1 0 2 2 5
農業,林業 0 1 0 0 0 1
電気・ガス・熱供給・水道業 5 0 0 1 1 7
医療,福祉 0 0 0 0 1 1
不明 10 30 3 12 2 57
× 48 93 9 12 8 170
合計 270 581 142 226 114 1333 
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 収容人数は，平均して467名であり，全37施
設で15,420名収容することができる。 
 

3.研究方法 

3.1使用データ 

 国土交通省細密数値情報「土地利用」，国土

交通省国土基盤情報「建築物の外郭線」を使用

した。研究対象領域に該当する建築物の外郭線

（基盤地図情報：建築物）によって示される建

築物のうち，細密数値情報「土地利用」のカテ

ゴリー：工業用地に含まれるもの（以下事業所）

を抽出し，9,120戸の建物を抽出した。次にゼ

ンリン電子住宅地図を参照し，同一事業所の建

築群を1,333事業所としてグループ化し，企業

群Noを保持させつつ20m四方にメッシュ化し，

分析を進める。 
 

3.2業種別分類把握 

 対象領域の事業所を総務省における統計基

準である日本標準産業分類を参考に分類し，考

察を加えていく。表2は，対象領域中に含まれ

る事業所を業種別に分類した結果である。全部

で14カテゴリー1,333社である。 
 これら1,333の事業所は,実際の産業活動が行

われている場所であり,対象領域の経済状況に

少なからず影響を与えるものである４）。した

がって,対象領域のこれらの事業所はIT・グロ

ーバル化等の変化に対応できるように,従来の

集積ではなく,新事業・新技術を生み出すよう

なイノベーション産業の集積を構築していか

なければならない。 
 本研究対象領域中にも,イノベーション産業

としての期待が持てる製造業や情報産業が少

なからず立地しており,有効活用が期待できる。  
 

3.3最近隣距離 

 事業所から最も近くにある民間集会施設ま

での距離：最近隣距離5)を求め，利便性の評価

を行う。また,集会施設ごとに,各集会施設を最

近隣集会施設とする事業所の数を求め,集会施

設配置の効率性の評価を行う。 

 

 

 

 
図 2 工業用途建築物と民間集会施設    図 3 住宅用途建築物と公民館 

 表 3 地区別最近隣距離 
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4.評価結果 

4.1 地区別評価 

図2は，研究対象領域における事業所及び民

間集会施設を示したものである。事業所が臨海

部から内陸部へと広範に分布している状況と

比較して，民間集会施設は一部に集中，特に千

葉市中央区，千葉市美浜区に集中していること

がわかる。 

 また，図3は参考として，図2と同様にして,
住宅用途建築物及び公民館の立地を示したも

のである。住宅用途建築物の立地に対し，公民

館は均等に配置されており，利便性が高いこと

が把握される。 
 図2と図3を比較すると，事業所に対する民間

集会施設の配置が不十分である事が明らかで

ある。 
 表3は，事業所から最近隣の民間集会施設ま

での距離を市区別に平均化したものである。い

ずれの地区も平均1,000m，全域で平均2,000m
を超えており，徒歩圏といわれる800mを大幅

に上回っていることから，現状では，民間集会

施設を上述したようなイノベーション産業の

集積を推進する核とするには不十分であると

考えられる。 
最近隣距離が最も短い値を示したのは稲毛

区であり，最も長い値を示したのは習志野市で

あった。これは，上述の通り民間集会施設が千

葉市中央区と美浜区の一部に集中しているた

めである。稲毛区は，他の区と比べて民間集会

施設が一つと少ないが，事業所の集積が認めら

れる地域の中心部に民間集会施設が立地して

いる為，最近隣距離は短くなったと考えられる。

逆に、最近隣距離が最も長い値を示した習志野

市の民間集会施設は稲毛区と同様に一つであ

るが，習志野市の事業所の集積とは離れて立地

している為，最近隣距離は長くなったと考えら

れる。 

また,表3には区別の就業者数及び事業所メ

ッシュ１メッシュ当たり就業者数を示した。稲

毛区と中央区の就業者数密度が,全体と比べて

低いことが分かる。 
4.2業種別評価 

 図4は，業種別の事業所から最近隣の民間集

会施設までの距離を平均化したものである。最

近隣距離が最も短い値を示した業種は，電気・

ガス・熱供給・水道業であり，次いで宿泊業,

飲食サービス業であった。また，最近隣距離が

最も長い値を示した業種は情報通信業であっ

た。最もメッシュ数が多い製造業は各業種別の

最近隣距離の平均よりも長い値となっている。 

 情報産業や製造業といった今後,最もイノべ

ーティブな産業として注目される業種が民間

集会施設に対して利便性が悪く,本研究の主旨

においては改善が望まれる。 

4.3収容人数に対する考察 

 表5は,民間集会施設の最大収容人数と部屋

数及び最近隣集会施設とする事業所メッシュ

数，就業者数をまとめたものである。 

 

図 4 業種別最近隣距離平均値（m） 
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 全体的に，最近隣集会施設とする就業者数が

多い集会施設と最大収容人数が大きな施設が

比例関係になく，例えば500人を超えるような

大規模な施設には就業者数が集まりにくい立

地となっていることがわかる。 
 特に,最近隣距離が最も短かった稲毛区の公

共系集会施設Aには，対象領域全体の1/4程度の

1,937メッシュ，6,683名が最近隣の集会施設と

なっているが，最大収容人数が180人で，他の

施設と比較すると規模不足であると考えられ

る。稲毛区では，民間集会施設からの最近隣距

離は最も短いが，最大収容人数と稲毛区で保持

されるべき従業員数を比較すると稲毛区のイ

ノベーション産業を補うだけの施設数が確保

されていないのが現状である。 
 

5.まとめ 

 以上のように，本研究は，事業所就業者利用

を想定した民間集会施設の配置特性について，

利便性と規模の観点から論じた。現段階では，

民間集会施設は，事業所からのアクセス利便性

に配慮して配置されたものではない。しかし，

今後，国・自治体が推進するようなイノベーシ

ョン産業の集積，活性化を目指すのであれば，

複数の就業者が気軽に集まって情報交換・研修

する機会，コミュニケーションをとる機会を提

供できるよう，民間集会施設を充実させる必要

があると考える。 
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